
藤沢市耐震診断義務対象沿道建築物耐震改修等補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、防災上重要な道路の沿道建築物の耐震化を促進し、災害に強

いまちづくりを推進するため、耐震診断義務対象沿道建築物の所有者が実施する

耐震改修設計、耐震改修工事及び除却に要する費用に対し、予算の範囲内で補助

金を交付することについて、藤沢市補助金交付規則（昭和３５年藤沢市規則第１

１号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、建築物の耐震改修の

促進に関する法律（平成７年法律第１２３号。以下「耐震改修促進法」という。）

によるほか、当該各号に定めるところによる。 

(1) 耐震診断義務対象沿道建築物 昭和５６年５月３１日以前に建築基準法（昭

和２５年法律第２０１号）による建築確認を得て建築工事に着手した通行障害

既存耐震不適格建築物であって耐震改修促進法第７条第３号に掲げるものをい

う。 

(2) 耐震診断者 建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則（平成７年建設

省令第２８号）第５条第１項各号に掲げる者をいう。 

(3) 施工者 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２条第３項に規定する建

設業者をいう。 

(4) 耐震診断 耐震改修促進法第２条第１項に規定する耐震診断で、建築物の耐

震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針（平成１８年国土交通省

告示第１８４号。以下「基本方針」という。）に基づき耐震診断者が行うものを

いう。 

(5) 改修設計 基本方針に基づき耐震診断者が行う耐震改修の計画及び設計をい

う。 

(6) 改修工事 基本方針に基づき施工者が行う耐震改修の工事及び耐震診断者が

建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２条第８項の規定に基づき行う工事

監理をいう。 

(7) 除却 耐震診断義務対象沿道建築物の一棟を全て（基礎杭を除く）除却する

工事をいう。 



(8) 耐震判定委員会 既存建築物耐震診断・改修等推進全国ネットワーク委員会

に登録されている耐震判定委員会をいう。 

(9) 耐震判定評価 耐震改修促進法に基づいて行われる改修設計が適切であるか

を判断するため、耐震判定委員会が行う判定評価のことをいう。 

(10) 住宅 一戸建ての住宅、長屋及び共同住宅のうち、建築物の過半を超える延

べ面積を居住の用に供するものをいう。 

(11) マンション 共同住宅のうち、建築基準法第２条第１項第９の２号に定める

耐火建築物又は同項第９の３号に定める準耐火建築物であって、延べ面積が１，

０００㎡以上であり、かつ、地階を除く階数が原則として３階以上のものをい

う。 

(12) 非住宅建築物 耐震診断義務対象沿道建築物のうち、住宅を除くものをいう。 

(13) 非木造建築物 耐震診断義務対象沿道建築物のうち、木造建築物を除くもの

をいう。 

(14) 補助対象床面積 この事業における補助金の額の算出に用いる建築物の延

べ面積（小数点第３位以下切り捨てとする。）のことで、次に掲げる部分の床面

積は算入しない。 

 ア 建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令（平成７年政令第４２９号）

第３条に規定する耐震不明建築物の要件に該当しない部分がある場合はその

部分 

 イ 補助対象床面積に算入することが適切でないと市長が認める部分 

（実施の範囲） 

第３条 市長は、必要に応じて年度ごとに補助の予定件数、受付時期等を定めるこ

とができる。 

（補助対象建築物） 

第４条 この要綱において、補助の対象となる耐震診断義務対象沿道建築物（以下

「補助対象建築物」という。）は、次の各号に掲げる補助の区分に応じ、当該各号

に定めるものとする。 

(1) 改修設計に係る補助 次のいずれにも該当するもの 

 ア 耐震改修促進法第７条又は同法附則第３条第１項に基づき、市に耐震診断

の結果を報告していること。 



 イ 耐震診断の結果、地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊する危険

がある若しくは高いと判定された建築物であること。 

 ウ 基本方針に基づき、地震に対して安全な構造となるように計画及び設計が

されるものであること。 

 エ 改修設計に関し、本市の補助金の交付を受けていない建築物であること。 

 オ 事前登録により、改修設計を行うことが可能と認められるものであること。 

(2) 改修工事に係る補助 次のいずれにも該当するもの 

 ア 前号ア及びイに該当するものであること。 

 イ 基本方針に基づき、地震に対して安全な構造となるように改修工事がされ

るものであること。 

 ウ 改修設計が完了していること。 

 エ 事前登録により、改修工事を行うことが可能と認められるものであること。 

(3) 除却に係る補助 次のいずれにも該当するもの 

 ア 第１号ア及びイに該当するものであること。 

 イ 改修設計及び改修工事に関し、本市の補助金の交付を受けていない建築物

であること。 

 ウ 事前登録により、除却を行うことが可能と認められるものであること。 

（補助対象者） 

第５条 この要綱において、補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」と

いう。）は、補助対象建築物の所有者（複数の者が共同所有する場合にあっては、

共同所有者全員により合意された代表者又は建物の区分所有等に関する法律（昭

和３７年法律第６９号）による区分所有者の団体若しくは管理者をいう。）又は市

長がこれと同等と認める者とする。 

（補助金額） 

第６条 改修設計に係る補助金額は、改修設計（耐震判定評価を含む。）に要する費

用（消費税及び地方消費税相当額を除く。）に６分の５を乗じて得た額以内とし、

補助限度額は１７５万円（木造建築物の場合は１２万５千円）とする。 

２ 改修工事に係る補助金額は、改修工事（工事監理を含む。）に要する費用（消費

税及び地方消費税相当額を除く。）に１５分の１１を乗じて得た額または次表に記

載する建築物の分類に応じて算出された事業費限度額に１５分の１１を乗じて得



た額のうち、最も低い額とし、補助限度額は２，２００万円（木造建築物の場合

は１４８万５千円）とする。 

建築物の分類 事業費限度額（円） 

住宅 ３４，１００×ａ 

マンション ５０，２００×ａ 

非住宅建築物 ５１，２００×ａ 

この表において、ａは補助対象床面積を表す。（単位：㎡） 

３ 除却に係る補助金額は、除却に要する費用（消費税及び地方消費税相当額を除

く。）に１５分の１１を乗じて得た額または建築物の構造に応じて次表に定める事

業費限度額に１５分の１１を乗じて得た額のうち、最も低い額とし、補助限度額

は１，１００万円とする。 

建築物の構造 事業費限度額（円） 

木造建築物 ９，０００×ａ 

非木造建築物 ２５，０００×ａ 

この表において、ａは補助対象床面積を表す。（単位：㎡） 

４ 前各項の規定により算出した額に１，０００円未満の端数があるときは、これ

を切り捨てた額を補助金額とする。 

（事前登録） 

第７条 前条各号に掲げる補助金の交付を受けようとする補助対象者（以下「申請

者」という。）は、第９条に規定する補助金の交付申請前（次条に規定する手続を

要する場合は事業計画書の提出前）に、藤沢市耐震診断義務対象沿道建築物耐震

改修等補助金事前登録書（第１号様式）に、次の各号に掲げる書類を添えて市長

に提出し、協議するものとする。 

(1) 補助対象建築物の確認通知書及び検査済証の写し又はその内容が確認できる

もの 

(2) 補助対象建築物の案内図、配置図及び平面図 

(3) 補助対象建築物の立面図又は断面図（前面道路幅員と補助対象建築物の地盤

面からの高さ及び前面道路からの距離を記載したもの） 

(4) 現況写真（敷地周辺及び補助対象建築物の外観２面以上） 



(5) 補助対象建築物に係る耐震診断の結果が分かるものの写し 

(6) 補助対象事業に係る工程表 

(7) 手続及び通知等に関する委任状（申請者以外のものが代理する場合） 

(8) 改修工事を行うものについては、改修設計に対する耐震判定評価を受けるに

あたり必要とした調査報告書の写し及び耐震判定委員会の評価・判定書の写し

（第１４条ただし書に該当する場合は除く。） 

(9) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項に規定する事前登録の内容について、必要に応じて申請者等と協

議することができる。 

（事業計画書の提出） 

第８条 前条に規定する協議を経た申請者は、補助金の交付を受けようとする補助

事業を複数年度にわたり実施する場合、補助金の交付申請前に、当該補助事業に

要する費用の総額、事業完了の予定期日等について、藤沢市耐震診断義務対象沿

道建築物耐震改修等補助金事業計画書（第２号様式）に次条に掲げる書類を添付

して市長に提出し、その事業計画の承認を受けなければならない。ただし、添付

する書類のうち、市長が提出の必要がないと認めるものについては省略すること

ができる。 

２ 市長は、前項に規定する事業計画書の提出があった場合は、当該内容を審査し、

その適否を決定し、藤沢市耐震診断義務対象沿道建築物耐震改修等補助金事業計

画承認等通知書（第３号様式）により申請者に通知するものとする。 

３ 前項の規定により事業計画の承認を受けた者は、事業計画の承認の通知を受け

た内容に変更が生じるときは、藤沢市耐震診断義務対象沿道建築物耐震改修等補

助金事業計画書（第２号様式）に、第１項で添付した書類のうち変更にかかるも

のを添えて市長に提出し、承認を受けなければならない。 

４ 市長は、前項に規定する事業計画書の提出があった場合は、当該内容を審査し、

その適否を決定し、藤沢市耐震診断義務対象沿道建築物耐震改修等補助金事業計

画変更承認等通知書（第４号様式）により申請者に通知するものとする。 

５ 第２項及び第４項に規定する事業計画の承認を受けた者は、次条の規定に準じ

て、当該年度の補助事業の出来高に係る補助金の交付の申請を毎年度行わなけれ

ばならない。ただし、当該年度の補助事業の出来高がない場合は、この限りでな



い。 

（補助金の申請） 

第９条 第７条に規定する協議を経た申請者は、補助金の交付を受けようとする事

業の実施に関する契約を締結する前に、藤沢市耐震診断義務対象沿道建築物耐震

改修等補助金交付申請書（第５号様式）に、次の各号に掲げる書類を添えて、市

長へ補助金の交付を申請しなければならない。ただし、前条第２項又は第４項に

規定する承認を受けた者で、市長が提出の必要がないと認める書類については、

添付を省略することができる。 

(1) 補助対象建築物に係る事業実施計画書（第６号様式） 

(2) 補助対象建築物に係る登記事項証明書若しくは固定資産（家屋）評価証明書 

又はこれに類すると市長が認める書類（所有者の住所・氏名等が証明できる書 

類） 

(3) 当該補助事業に係る費用の見積書の写し（申請額の積算内訳が分かる書類） 

(4) 工程表（事業実施期間及び完了報告書作成期限が分かるもの） 

(5) 本市の地方税法(昭和２５年法律第２２６号)第３章に規定する普通税及び同

法第４章第６節に規定する都市計画税（以下「市税」という。）の納付状況確認

に係る同意書 

(6) 申請者が法人である場合は、法人の登記事項証明書の写し 

(7) 管理組合を設立している場合は、管理組合の代表者を証明する書類（氏名・ 

住所を確認できるもの）及び管理組合の規約の写し  

(8) 補助対象建築物が区分所有又は共有の場合は、区分所有者又は共有者の名簿

及び当該補助事業の実施に関し、申請者以外の補助対象建築物の所有権を有す

る者全員の同意を得たことを証する書類又は区分所有者による決議がされてい

ることを証する議事録等の写し 

(9) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 改修設計を行う場合については、前項に掲げる書類のほか、次の各号に掲げる

書類を添付しなければならない。 

 (1) 改修設計を行う者が、第２条に規定する耐震診断者であることを証明する書

類の写し 

 (2) 改修設計を行う者の所属する、建築士法第２３条第１項に規定する建築士事



務所登録通知書及び個人の登録を証明する書類の写し 

３ 改修工事を行う場合については、第１項に掲げる書類のほか、次の各号に掲げ

る書類を添付しなければならない。 

 (1) 工事監理を行う者が、第２条に規定する耐震診断者であることを証明する書

類の写し 

 (2) 工事監理を行う者の所属する、建築士法第２３条第１項に規定する建築士事

務所登録通知書及び個人の登録を証明する書類の写し 

（補助金の交付決定等） 

第１０条 市長は、前条に規定する申請があった場合において、当該内容を審査し、

その適否を決定し、藤沢市耐震診断義務対象沿道建築物耐震改修等補助金交付等

決定通知書（第７号様式）により、申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項に規定する補助金の交付決定（以下「交付決定」という。）をする

場合において、必要と認めるときは、当該決定に条件を付すことができる。 

３ 前条に規定する補助金交付申請書の提出があった時点において、補助対象建築

物の所有者に市税を滞納している者がいた場合は、第６条の規定により算出した

補助金の額に、当該滞納している者以外の所有者数を全ての所有者数で除した数

を乗じた額(１,０００円未満の端数があるときは、これを切捨てた額とする｡)を、

補助金額とする｡ 

（耐震改修工事等の着手） 

第１１条 前条に規定する交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、

交付決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）の実施に関する契約を速やか

に締結し、第９条第１項第１号に規定する事業実施計画書に沿った補助事業を実

施し、かつ、完了させなければならない。 

（補助金の変更申請、通知等） 

第１２条 交付決定者は、補助事業の内容に変更が生じるときは、藤沢市耐震診断

義務対象沿道建築物耐震改修等補助金申請書（第５号様式）に、第９条に規定す

る申請の際に添付した書類のうち変更にかかるものを添えて、あらかじめ市長に

申請しなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する申請があった場合において、当該内容を審査し、その

適否を決定し、藤沢市耐震診断義務対象沿道建築物耐震改修等補助金変更交付等



決定通知書（第８号様式）により、申請者に通知するものとする。 

（耐震改修工事等の取りやめ等） 

第１３条 申請者は、交付決定を受ける前に補助事業等を取り下げようとするとき

は、藤沢市耐震診断義務対象沿道建築物耐震改修等取下げ届（第９号の１様式）

を速やかに市長に提出しなければならない。 

２ 交付決定者は、補助事業等を取りやめようとするときは、速やかに藤沢市耐震

診断義務対象沿道建築物耐震改修等取りやめ届（第９号の２様式）を市長に提出

しなければならない。 

３ 前項の規定による取りやめ届の提出があったときは、当該交付決定は取消され

たものとする。 

（改修設計の評価） 

第１４条 改修設計にかかる交付決定者は、補助事業の完了時までに、改修設計に

ついて、耐震判定委員会により適正なものであることの評価を受けなければなら

ない。ただし、一般財団法人日本建築防災協会による「木造住宅の耐震診断と補

強方法」（２０１２年改訂版）に定める改修設計を行い、当該改修設計にかかる耐

震診断結果報告書の写しを添付したときは、この限りではない。 

 （改修工事の中間報告） 

第１５条 市長は、改修工事にかかる交付決定者に対して、当該補助事業において

必要と認める場合は、中間報告を求めることができる。 

２ 前項に規定する中間報告を求められた交付決定者は、藤沢市耐震診断義務対象

沿道建築物耐震改修工事中間報告書（第１０号様式）に必要書類を添えて市長に

提出するものとする。 

３ 市長は、前項に規定する中間報告書を受理した場合において、当該補助事業が

適切に行われていないと認めたときは、適切に行われるよう交付決定者に指導す

るものとする。 

（完了報告） 

第１６条 交付決定者は、補助事業が完了したときは、速やかに藤沢市耐震診断義

務対象沿道建築物耐震改修等補助事業完了報告書（第１１号様式）に、次の各号

に掲げる補助の区分に応じた必要書類のほか、市長が必要と認める書類を添えて、

市長に報告しなければならない。 



(1) 改修設計に係る補助 

 ア 改修設計の実施内容が確認できる書類（図面、構造計算書等） 

 イ 耐震判定評価を受けるにあたり必要とした調査報告書（第１４条ただし書

に該当する場合は除く。） 

 ウ 耐震判定評価委員会の評価・判定書の写し（第１４条ただし書に該当する

場合は除く。） 

 エ 改修設計の実施に関する契約書等の写し 

オ 改修設計に関する領収書等の写し。ただし、支払いが終了していない場合 

は、請求書の写しを提出し、支払い後に速やかに領収書等を提出するものと 

する。 

(2) 改修工事に係る補助 

 ア 工事監理報告書の写し 

 イ 改修工事を実施した箇所ごとの施工の全工程の状態を撮影した写真 

 ウ 改修工事の実施に関する契約書等の写し 

 エ 改修工事に関する領収書等の写し。ただし、支払いが終了していない場合 

  は、請求書の写しを提出し、支払い後に速やかに領収書等を提出するものと

する。 

(3) 除却に係る補助 

 ア 除却後の敷地の状態を撮影した写真 

イ 除却の実施に関する契約書等の写し 

 ウ 除却に関する領収書等の写し。ただし、支払いが終了していない場合は、

請求書の写しを提出し、支払い後に速やかに領収書等を提出するものとする。 

２ 市長は、前項に規定する完了報告書を受理した場合において、当該補助事業が

交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかを審査し、必要に

応じて当該補助事業の完了検査を行うことができる。 

（補助金の額の確定通知） 

第１７条 市長は、前条に規定する報告の内容について、当該補助事業が適正に行

われていることが確認された場合は、交付すべき補助金の額を確定し、藤沢市耐

震診断義務対象沿道建築物耐震改修等補助金額確定通知書（第１２号様式）によ

り交付決定者に通知するものとする。 



（補助金の請求） 

第１８条 交付決定者は、前条に規定する通知を受けた場合は、速やかに、請求書

により市長に補助金の交付の請求をしなければならない。 

２ 市長は、前項の請求書が提出されたときは、補助金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第１９条 市長は、改修設計、改修工事及び除却の補助に関して、この要綱の規定

に反したとき又は虚偽その他不正な方法によって補助金の交付を受けたと認める

ときは、交付の決定を取消すことができる。 

２ 市長は、前項に規定する交付の決定の取消しを行うときは、藤沢市耐震診断義

務対象沿道建築物耐震改修等補助金交付決定取消通知書（第１３号様式）に理由

を付して交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第２０条 市長は、前条第１項に規定する交付の決定を取消した場合において、す

でに第１８条第２項に規定する補助金の交付を行っている場合は、交付決定者に

対し、藤沢市耐震診断義務対象沿道建築物耐震改修等補助金返還命令書（第１４

号様式）により、期限を定めて補助金を返還させるものとする。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

（検討） 

２ 市長は、令和７年３月３１日までにこの要綱の施行状況について検討を加え、

その結果について必要な措置を講ずるものとする。 

附 則 

 この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 



 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 


